
  

福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，公共交通空白地等及び移動制約者に係る生活交通の確保に関する条例（平成 22

年福岡市条例第 25 号。以下「条例」という。）に基づく施策として，公共交通が不便な地域における

生活交通の確保に向けた地域主体の取組に対して補助金を交付するにあたり，福岡市補助金交付規則

（昭和 44 年福岡市規則第 35 号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものである。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は，条例第２条に定めるところによる。 

 ２ 前項に定めるもののほか，この要綱における「協議会」とは，地域の生活交通を確保することを

目的とする地域住民等からなる組織であり，次の各号のいずれにも該当する組織をいう。 

(1) 組織の構成員は，原則として地域住民等であること。 

(2) 生活交通を確保しようとする区域が，一体的な検討の必要があり，かつ，一団のまとまりのあ

る区域であること。 

(3) 地域を代表して生活交通の確保に向けた活動を行う組織として，自治協議会等地域の主要な団

体が賛意を表明していること。 

(4) 地域住民等に活動内容や成果を周知し，意見を聴きながら地域の生活交通確保の取組みを推進

しようとするもの。 

(5)自立的・持続的な生活交通の確保と活用に向けた主体的な取組みを行うことを目的とした組織

であること。 

 

 （公共交通不便地に準ずると市長が認める地域） 

第３条 この要綱において，条例第２条第８号ウに定める「公共交通不便地に準ずると市長が認める地

域」とは，次の各号のいずれかに該当する地域をいう。 

(1) バス停又は鉄道駅のうち最も近いものとの標高差が概ね４０メートル以上となっている地域（公

共交通空白地及び公共交通不便地を除く。） 

(2) バス停又は鉄道駅のうち最も近いものへの経路について，迂回を要する又は前号に定める地域に

準ずる勾配がある等，公共交通が不便と考えられる地域であって，地域住民が生活交通の必要性を

認識し，協議会を組織している地域（公共交通空白地，公共交通不便地及び前号に定める地域を除

く。） 

 

（補助対象事業） 

第４条 市長は，協議会又は公共交通事業者に対し，公共交通空白地等における生活交通の確保に向け

た取組について，必要と認める場合は，次の各号に掲げる事業に対して予算の範囲内で補助金を交付

する。 

 (1) 生活交通の確保に向けた調査，検討その他市長が特に必要と認める活動 

 (2) 前号に基づき実施する試行運行 

 

 

 



  

 （補助の要件） 

第５条 前条第１号の事業の実施に当たっては，主な事業地域内の全ての自治会又は町内会の同意が得

られていなければならない。 

２ 前条第２号の事業の実施に当たっては，運行路線の沿線地域内の全ての自治会又は町内会の同意が

得られ，かつ，補助事業として実施することについて，条例第 12 条に基づく福岡市地域公共交通会

議において協議が調っていなければならない。 

３ 前条第２号の事業は，道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第４条に基づく許可を受けた一般旅

客自動車運送事業により実施するものとし，原則として既存のバス路線と重複するものでなく，かつ，

商業施設や病院等の立地や公共交通機関の状況を踏まえた必要最小限の地域において実施するもの

とする。 

４ 前条第２号の事業は，事業完了後においても，一般旅客自動車運送事業の実施が見込まれるものと

する。 

 

（補助対象事業者） 

第６条 補助対象事業者は，第４条第１号の事業については公募による協議会，同条第２号の事業につ

いては公共交通事業者とする。 

 

（補助金の額等） 

第７条 補助金の額は，別表に定める補助対象経費の額とし，補助対象経費は，別表に定める限度額を

超えない額とする。 

２ 補助対象事業期間の限度は，別表に定めるとおりとする。 

３ 前項の規定に関わらず，市長が特に必要と認める場合においては，第４条第１号の事業については

２年，第４条第２号の事業については６月をそれぞれ限度として，補助対象事業期間を延長できるも

のとする。 

４ 補助事業の認定に当たっては，公共交通空白地，公共交通不便地及び第３条第１号に規定する地域

における取組を優先するものとする。 

 

 （交付申請） 

第８条 補助金の交付の申請をしようとする者は，次の各号に掲げる書類を添付して，様式第１号に

より市長に申請しなければならない。 

 (1) 補助対象事業に関する事業計画書及び収支計画書 

 (2) 主な活動地域内の全ての自治会又は町内会の同意書 

 (3) 第４条第１号の事業については，規約及び役員名簿 

 (4) 第４条第２号の事業については，運行路線の沿線地域内の全ての自治会又は町内会の同意書及び

試行運行後の本格運行に関する計画書 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

 

 （交付決定） 

第９条 市長は，前条の規定による申請を受けた場合において，その内容を審査し，適当と認めるとき

は，補助金の交付決定を行い，様式第２号により補助金の交付の申請をした者（以下「申請者」と

いう。）に通知する。 



  

（交付決定の変更申請） 

第 10 条 補助事業者は，補助事業の内容を変更しようとする場合は，軽微なときを除き，あらかじめ

様式第３号により市長に申請し，その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の変更） 

第 11 条 市長は，前条の規定による申請を受けた場合において，その内容を審査し，適当と認めると

きは，補助金の交付決定を変更し，様式第４号により補助事業者に通知する。 

 

 （実績報告） 

第 12 条 補助事業者は，補助事業期間の終了後，速やかに様式第５号を市長に提出しなければならな

い。 

 

 （交付額の確定） 

第 13 条 市長は，前条に規定する実績報告を受けた場合において，その内容を審査し，補助事業が適

正に執行されていると認めるときは，補助金の交付額を確定し，様式第６号により補助事業者に通知

する。 

 

 （交付請求） 

第 14 条 補助事業者は，市からの補助金の支払いを受けようとするときは，様式第７号により請求す

ることができる。 

 

 （補助金の交付） 

第 15 条 市長は，第９条により確定した補助金を前条による補助事業者からの請求に応じて交付する

ものとする。 

 

（暴力団の排除） 

第 16 条 市長は，福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。次項において「暴排条例」

という。）第６条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は，申請者が次の各号のいずれかに該当するときは，この要綱に定める他の規定に関わらず，

補助金の交付決定をしないものとする。 

(1) 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

(2) 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

(3) 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は，補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

４ 市長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請者又は補助事業者に

対し当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは，その役員）の氏名（フリガナを付したもの），

生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

 

 



  

（雑則） 

第 17 条 この要綱の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，平成２４年１０月１日から施行する。 

  この要綱は，平成２５年 ３月１日から施行する。 

  この要綱は，平成２７年 ４月１日から施行する。 

 

（期間） 

２ この要綱は，平成２９年３月３１日をもって廃止する。 

  なお，この要綱に基づく施策において，事業の必要性や公益性について検証を行った結果，事業の

継続が必要と認められる場合においては，この要綱の終期について延長できるものとする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年 ４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成３１年 ４月１日から施行する。 

 

 

 （期間） 

２ この要綱は，平成３３年３月３１日をもって廃止する。 

 

 

  

  



  

別表（第７条関係） 

補助対象事

業 

補助対象経費 補助対象経費の限度 補助対象事業期

間の限度 

第４条 

第１号の 

事業 

調査，検討その他市長が特

に必要と認める活動に必要

と認める額 

単年度につき５０万円 ３年 

 

第４条 

第２号の 

事業 

試行運行の実施に必要と

認める経費と試行運行の実

施により得られた収入の差

額 

試行運行の実施に必要と

認める経費に２分の１を乗

じて得た額と３００万円の

うちいずれか少ない額 

６月 

 

 



  

様式第１号（第８条関係） 

 

    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付申請書 

 

年  月  日  

 

  (あて先)福岡市長 

 

 

                            申請者の住所 

                            申請者の団体名及び代表者の氏名        （※） 

                            (又は氏名)  

 

 

     年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金の交付を受けたいので，福岡市補助金交付規

則（昭和４４年福岡市規則第３５号）及び福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付要綱を承知の

上，関係書類を添えて申請します。 

 なお，申請者は，本件の本格運行に対して，福岡市が経費支援を行わないことを確認しました。 

 申請者は，本件申請にあたり市に提出した個人情報について，市がこの補助金からの暴力団排除のた

め福岡県警察への照会確認に使用することに同意します。 

 また，申請者が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該当したとき（申請

者が法人である場合，当該法人の役員が暴力団員に該当したときを含む。）は，市がこの補助金を交付

しないこと，又は補助金の交付の決定を取り消すことについて同意します。 

 

 

記 

 

交付を受けようとする補助金の額               円 

 

 

 

（※）法人の場合は，記名押印してください。 

法人以外でも，本人（代表者）が手書きしない場合は，記名押印してください。 



  

様式第２号（第９条関係） 

 

年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付決定通知書 

 

 

                                                          第     号 

                                                              年  月  日 

 

          様 

 

                                                  福岡市長        印 

 

 

      年  月  日付をもって申請のあった    年度福岡市地域主体の生活交通確保支

援補助金について，下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

                                      記 

 

 １ 補助事業名 

 ２ 補助金の交付決定額 

 ３ 補助金交付予定時期 

 ４ 補助条件 

  (1) 補助事業の内容，経費の配分又は執行計画の変更(市長が認める軽微な変更を除く。)をする場

合においては，市長の承認を受けること。 

  (2) 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，市長の承認を受けること。 

  (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合，又は補助事業の遂行が困難となった場合において

は，速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

  (4) この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下をすることができる期間は，この交

付決定通知書受領の日から   日以内とする。 

  (5) その他福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）及び福岡市地域主体の生活交

通確保支援補助金交付要綱の定めを遵守すること。 

  (6) 補助事業が将来的に本格運行に至った場合において，福岡市は本格運行後の経費支援は行わな

い。 



  

様式第３号（第 10 条関係） 

 

    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付変更申請書 

 

年  月  日  

 

  (あて先)福岡市長 

 

 

                            申請者の住所 

                            申請者の団体名及び代表者の氏名         （※） 

                            (又は氏名)  

 

 

      年  月  日付  第  号により補助金の交付決定を受けました事業について，下記

のとおり変更を申請します。 

 

 

 

記 

 

交付を受けようとする補助金の額 （変更前）         円 

                （変更後）         円 

 

 

 

（※）法人の場合は，記名押印してください。 

法人以外でも，本人（代表者）が手書きしない場合は，記名押印してください。 

 



  

様式第４号（第 11 条関係） 

 

年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付決定変更通知書 

 

 

                                                          第     号 

                                                              年  月  日 

 

          様 

 

                                                  福岡市長        印 

 

 

      年  月  日付をもって変更申請のあった    年度福岡市地域主体の生活交通確

保支援補助金について，下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

                                      記 

 

 １ 補助事業名 

 ２ 補助金の交付決定額（変更前）         円 

（変更後）         円 

 ３ 補助金交付予定時期 

 ４ 補助条件 

  (1) 補助事業の内容，経費の配分又は執行計画の変更(市長が認める軽微な変更を除く。)をする場

合においては，市長の承認を受けること。 

  (2) 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，市長の承認を受けること。 

  (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合，又は補助事業の遂行が困難となつた場合において

は，速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

  (4) この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下をすることができる期間は，この交

付決定通知書受領の日から   日以内とする。 

  (5) その他福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）及び福岡市地域主体の生活交

通確保支援補助金交付要綱の定めを遵守すること。 

  (6) 補助事業が将来的に本格運行に至った場合において，福岡市は本格運行後の経費支援は行わな

い。 



  

様式第５号（第 12 条関係） 

 

    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金対象事業実績報告書 

 

年  月  日  

 

  (あて先)福岡市長 

 

 

                            申請者の住所 

                            申請者の団体名及び代表者の氏名         （※） 

                             (又は氏名)  

 

 

      年  月  日付  第  号により補助金の交付決定を受けました事業の実績につい

て，下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 補助事業名 

 ２ 補助事業の実施期間 

 ３ 補助事業の実施状況 

  ア 補助事業経費収支計算書 

  イ 補助事業の経過又は成果を証する書類等 

 ４ 補助金の交付決定額と精算額 

  補助金の交付決定額         円 

  補助金の精算額           円 

 

 

 

（※）法人の場合は，記名押印してください。 

法人以外でも，本人（代表者）が手書きしない場合は，記名押印してください。 



  

様式第６号（第 13 条関係） 

 

    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金確定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

 

                                                  福岡市長         印   

 

 

      年  月  日付の    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金対象事業実

績報告書により   年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金の額を下記のとおり確定した

ので通知します。 

 

記 

 

 １ 補助事業名 

 ２ 補助確定金額 

 ３ 補助条件 

  (1) 福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）及び福岡市地域主体の生活交通確保

支援補助金交付要綱の規定を遵守すること。 

 

 

 

 



  

様式第７号（第 14 条関係） 

 

    年度福岡市地域主体の生活交通確保支援補助金交付支払請求書 

 

 

年  月  日 

 

  (あて先)福岡市長 

 

 

                            申請者の住所                     

                            申請者の団体名及び代表者の氏名         （※）   

                            (又は氏名)                      

 

 

      年  月  日付をもって補助金の額の確定（交付決定）のありました標記補助金につい

て，下記のとおり補助金の支払いを請求します。 

 

                                      記 

 

 １ 補助事業名 

 ２ 請求対象の期間        年  月  日  から  年  月  日 

 ３ 精算払請求額  金          円 

 ４ 振込先 

 

 

 

（※）法人の場合は，記名押印してください。 

法人以外でも，本人（代表者）が手書きしない場合は，記名押印してください。 

 


